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農 業 の 強 化 に 向 け て



１ 農業・農村を取り巻く環境の変化

２０年前（１９９５年） 現在（２０１５年） ２０５０年
－２４％

人口 １億２，６００万人 １億２，７００万人 ９，７００万人

高齢化率 １４．５％ ２６．８％ ３８．８％
（６５歳以上の割合）

農業総産出額 １０．４兆円 ８．４兆円
（２０１４年）

農業就業人口 ４１４万人 ２１０万人

耕地面積 ５０４万ha ４５０万ha

＋３２％
世界の人口 ５７億人 ７３億人 ９７億人
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日本の人口推計

今後、我が国の人口は減少する一方で、老齢人口（６５歳以上）割合は大きく増加し、生産年齢人口（１５～
６４歳）は大きく減少する見込み。

２



農業経営体数の推移（各年２月１日現在）

農業従事者数（販売農家）の推移（各年２月１日現在）

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

１，６１７．６ １，５６３．９ １，５１４．１ １，４７１．２ １，３７７．３ １，３１８．４

単位：千経営体

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

男 性 ２，２７２．０ ２，１５９．１ ２，０７７．６ １，９９４．８ １，８６９．９ １，７４８．６

女 性 １，９３４．８ １，８３５．８ １，７７１．２ １，６９６．８ １，５２９．０ １，４２１．４

合 計 ４，２０６．８ ３，９９４．９ ３，８４８．８ ３，６９１．６ ３，３９８．９ ３，１７０．０

単位：千人

３

資料：平成27年は農林水産省統計部「2015年農林業センサス」、平成27年以外は農林水産省統計部「農業構造動態調査報告書」

資料：平成27年は農林水産省統計部「2015年農林業センサス」、平成27年以外は農林水産省統計部「農業構造動態調査報告書」

（注）農業従事者とは、１５歳以上の世帯員で、調査期日前１年間に１日以上自営農業（受託した農作業を含む）に従事した者。



○ 農村では都市部に先駆けて高齢化や人口減少が進行。集落を構成する人口も減少。

○ 高齢者のリタイア等による農地の荒廃や担い手の不足による生産基盤の脆弱化等が進行。

○ 農業就業者が著しく減少し、農業経営が次の世代に継承されず、貴重な資源や技術の伝承が困難に。

○ 集落の人口減少が、農地や農業用水等の地域資源の維持管理や生活サービスの提供等の継続に支障。
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○ 高齢化率の推移○ 都市と農村の人口の推移
（万人）

資料：総務省「国勢調査」 資料：農林水産省「世界農林業センサス」、総務省統計局公表（国政調査）、国立社
会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（中位推計）」（24年1月）
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都市部

集落機能の低下
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

【農地（耕地）面積の推移】 【荒廃農地面積の推移】

荒廃農地：現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常
の農作業では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地。

資料：農林水産省農村振興局「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」
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○ 耕地面積は、主に宅地等への転用や荒廃農地の発生等により、耕地面積が最大であった昭和36年に比べ
て、162万ｈａ減少。

○ 荒廃農地面積は、平成27年には28万４千haであり、そのうち再生利用可能なものが12万４千ha（43.7％）、
再生利用困難なものが16万ha（56.3％）。

耕地面積の減少
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」

注１：耕種のその他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、花き、工芸農作物及びその他作物の合計である。

注２：乳用牛には生乳、鶏には鶏卵及びブロイラーを含む。

注３：四捨五入の関係で内訳と計が一致しない場合がある。

単位：億円

耕種
78,513
(75%) 

畜産
25,204
(24%)

米
31,861
(30%)

野菜
23,978
(23%)

果実
9,140
(9%)

その他
13,536
(13%)

肉用牛
4,494
(4%)

乳用牛
7,917
(8%)

豚
5,059
(5%)

鶏
7,011
(7%)

その他
724
(1%)

加工農産物
781  
(1%)

平成７年

10兆4,498億円
(100%)

耕種
59,396
(70%) 

畜産
25,057
(29%)

米
19,469
(23%)

野菜
20,327
(24%)

果実
7,274
(9%)

その他
12,326
(14%)

肉用牛
4,730
(6%)

乳用牛
7,834
(9%)

豚
4,987
(6%)

鶏
6,889
(8%)

その他
619
(1%)

平成17年

８兆5,119億円
(100%)

加工農産物
666
(1%)

○ 平成２７年の農業総産出額は８．８兆円で、２０年前に比べると約１．７兆円（１６％）減少。
○ 米の割合が低下する一方で、野菜及び畜産の割合が相対的に増加。

耕種
56,245
(64%) 

畜産
31,179
(35%)

米
14,994
(17%)

野菜
23,916
(27%)

果実
7,838
(9%)

その他
9,498
(11%)

肉用牛
6,886
(8%)

乳用牛
8,397
(10%)

豚
6,214
(7%)

鶏
9,049
(10%)

その他
634
(1%)

加工農産物
555
(1%)

平成27年
８兆7,979億円

(100%)

農業総産出額の減少

６



食の外部化・簡便化の進展

７



[2013]

「和食」ユネスコ無形文化
遺産登録決定

[2015]

ミラノ万博開催
テーマ「地球に食料を、生命にエネルギーを」

[2020]

オリンピック・パラリンピック
東京大会

日本及び日本食への注目の高まり 国内外への日本食文化発信等の絶好の機会

今後の国内での取組

日本食文化を未来に向けて守り伝えてい
く、国民的な機運に繋げることが重要。

○海外における好きな外国料理ランキング
・日本料理が第１位
（第２位はイタリア料理、第３位は中国料理）

※2014年3月「日本食品に対する海外消費者アンケート調査」
（JETRO）（海外６都市）

○ 海外における日本食レストラン数
・約８万９千店（平成27年7月時点）
前回調査（平成25年1月時点から約1.6倍

（農林水産省調べ）

大会の成功に貢献するため、日本食での「おもてなし」
・和食で日本の文化を味わってもらう
・木づかいで東北の復興を日本らしさを発信
→大会施設や選手村等の木造化など
・国産畳等の活用で日本らしい大会を演出
→日本文化を体感できる「和の空間」の設置など
・農山漁村で日本の文化を感じてもらう
・世界最高水準の日本の花で日本らしさを演出
→マラソンの沿道やビクトリーブーケ
・「もったいない」精神で環境五輪を印象づけ
→訪日外国人の受入体制の整備を進める

我が国の農林水産業に吹く追い風

８



海外における富裕層の増加

９



66.3%
46.4% 42.5%

24.6% 21.9% 18.8%
13.4% 12.5% 10.3% 9.7%

0%

20%

40%
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3位 2位 1位

好きな外国料理の１位は「日本料理」

出典：ジェトロ「日本食品に対する海外消費者意識アンケート調査」（2014年3月）を基に作成
出典：日本貿易振興機構調査（2014年3月）※複数回答可、回答者数に対する回答個数の割合。 （自国の料理は選択肢から除外）

●訪日外国人観光客が
「訪日前に期待していたこと」（全国籍・地域、複数回答）

１位 「日本食を食べること」（76.2％）
出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」平成26年度年次報告

●外国人が好きな外国料理 １位「日本料理」（66.3％）
出典：日本貿易振興機構調査（2014年3月）

※複数回答可、回答者数に対する回答個数の割合（自国の料理は選択肢から除外）

●海外の日本食レストランの数（外務省調べ、農林水産省推計）

和食ブーム

2006年
約2万4千店

2013年
約5万5千店

「和食」に関する報道が増加 国民が和食を食べる頻度が増加傾向との調査結果も

○ 平成２５年１２月に「和食：日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録されたことを契機として、国内外
で「和食」に対する関心が高まっている。

○ 海外では、訪日前の外国人観光客が期待することの１位が「日本食の食事」、また、外国人の好きな外国料理でも「日本
料理」が１位に挙げられている。さらに、海外の日本食レストラン数も近年大幅に増加する傾向にある。国内でも、「和
食」に関する報道が増加。民間のアンケート調査では、国民の和食を食べる頻度が増加傾向にあるとの結果も出ている。

「和食」に関する新聞記事のヒット件数

「和食」ユネスコ
登録決定

※日経テレコンＤＢからの月別新聞記事の「和食」のヒット件数 出典：株式会社リクルートライフスタイル調査（2015年1月）

この１年間における和食を食べる頻度の変化

増加派
※和食を食べる頻度が「高まっている」、
「やや高まっている」と回答した者の計

３４．５％

減少派
※和食を食べる頻度が「やや減っている」、「減っている」
と回答した者の計

４．９％

201７年

約１１万８千店

好きな外国料理（６ヵ国全体結果）

国内外で注目を集める「和食」

１０

2015年
約８万９千店



【世界の人口】
73億人
（2015年）

97億人
（2050年）

【世界の飲食料
の市場規模】
（主要国）

340兆円
（2009年）

680兆円
（2020年）

2倍

+32%

【日本の人口】
1.27億人
（2015年）

0.97億人
（2050年）

-24%

※資料：農林水産省「平成23年農林漁業

及び関連産業を中心とした産業連関表」

等を基に試算

（本資料は年次や対象等が異なる複

数の統計、調査等を組み合わせて作

成したものであり、金額等が整合しな

い点がある。）

【我が国の農林水産物・食品の輸出額】

4,511億円（2011年） 7,451億円（2015年）

【世界の農産物貿易額】
1兆4,000億ドル（約136兆円）（2013年）

国内消費向け食用農林水産物
１０．５兆円

飲食料の国内最終消費
７６．３兆円

販売 加工・流通 生産・輸入

海
外
食
市
場

1.7倍

個人出荷

卸売市場流通 生
産
資
材
等

国
内
消
費
者

卸売市場外流通
国
内
生
産
（生
産
者
）

卸売市場

取扱金額
6.7兆円
（H25）

卸
売
業
者

仲
卸
業
者
・買
参
人

市場外流通
の割合食

品
小
売
業
者
等

外
食
産
業

25.1
兆円

市場経由率

青果 60%

水産 54%

食肉 10%
輸
入※市場経由率は重量ベースで算出

（H25）

食
品
製
造
業
者

9.2
兆円

1.3
兆円

51.2
兆円

76.3
兆円

生鮮品等
12.5兆円
加工品

38.7兆円

食
品
卸
売
業
者

〇青果の産直取引、契約栽培、米・麦等
〇直売所、ネット通販、宅配など

青果 40%

水産 46%

食肉 90%

33.4
兆円

農
協
等

〇農林水産物・食品の流通・加工構造を、現在の食料需給や消費の実態に合わせていくことが課題。

流通・加工構造の変化

１１



地域政策：美しく活力ある農山漁村の実現

「農林水産業・地域の活力創造プラン」（H25.12決定、H26.6改訂、H28.11改訂、H29.12改訂、H30.6改訂）

体質強化対策
（攻めの農林水産業への転換）

経営安定対策
（経営安定・安定供給のための構え）

「食料・農業・農村基本計画」（H27.3改訂）

「総合的なTPP等関連政策大綱」

需要フロン
ティアの拡大

食の安全と
消費者の信頼の確保

６次産業化の推進

新たな国内ニーズへの対応

日本食材の活用推進
食文化・食産業の海外展開
農林水産物・食品の輸出
等による輸出拡大

ＩＣＴを活用した
スマート農業の推進

産業政策：農林水産業の成長産業化

生産現場
の強化

バリューチェーン
の構築

多面的機能
の維持・発揮

米政策の見直し

経営所得安定対策の見直し

日本型直接支払制度の創設

人口減少社会における
農山漁村の活性化

農協･農委等の改革の推進

農地中間管理機構の創設

・ 農業者が自由に経営展開できる環境の整備
・ 農業者の努力では解決できない構造的な問題の解決
を通じて、更なる農業の競争力強化を実現する

林業の成長産業化 ・ 水産日本の復活

生産資材価格の引下げ

「農業競争力強化プログラム」（H28.11決定）

流通・加工構造の改革

生乳流通改革

土地改良制度の見直し

収入保険制度の導入

人材力の強化

戦略的輸出体制の整備
等

「強
く
て
豊
か
な
農
林
水
産
業
」と

「美
し
く
活
力
あ
る
農
山
漁
村
」を
実
現

（H27.11決定、H29.11改訂）
※ 農林水産業分野

○ 平成25年12月に決定された「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、産業政策と地域政策を車の両輪と
する農政改革を実施。

○ 平成28年11月には「農業競争力強化プログラム」を取りまとめ、農業者の努力によってのみでは解決できない構造
的な問題を解決し、農業者が自由に経営できる環境を整備するため、13項目の改革を実施。

２ 農 政 改 革
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農業競争力強化プログラムについて

農業競争力強化プログラム
・農業者の自由な経営環境の整備
・農業者の努力では解決できない
構造的問題の解決

生産資材価格の引下げ

土地改良制度の見直し

人材力の強化

・過剰供給や寡占など適正な競争状況の欠如
・生産資材価格の引下げに向けて
・生産資材業界の再編や新規参入の推進
・法規制や制度運用（施肥基準や銘柄等）
の見直し 等を実践

・担い手への農地の集積を進める必要
・農地バンクが借り入れている農地を農家
負担を求めずに整備し、担い手に転貸する
仕組みを創設

・次世代を担う農業者の確保・育成が急務
・営農しながら経営を学ぶ農業経営塾の
本格稼働

・生産現場のニーズに即した研究体制の
構築や生産基盤強化（ICT活用等）

・国家戦略特区において外国人材受入れ
等を実施

流通・加工構造の改革

戦略的な輸出体制の整備

収入保険の導入

・複数の事業者が介在する多段階構造
・効率的・機能的な流通・加工構造に向けて
・実需者への直接販売ルート拡大
・中間流通の合理化の推進 等を実践

・JFOODO（ブランディング・
プロモーション・事業者サポートを
行う新たな組織）の創設

・国際的に通用する認証枠組みの整備
に向けたＪＡＳ制度の改正

・ＧＡＰ認証取得の推進 等を実施

自由な経営判断に基づく経営発展
に向けて農業経営のセーフティネット
を整備

農
業
の
競
争
力
強
化
に
よ
る
農
業
者
の
所
得
向
上

○ 国内の食市場は縮小
・ 高齢化の進展
26.7％（2015年）
→ 38.8％（2050年）

・ 人口減少
1億2,700万人（2015年）
→ 9,700万人（2050年）

原料原産地表示の導入

全ての加工食品へ原料原産地表示を導入

全農の自己改革

○ 世界のマーケットは拡大
・ 人口増加
73億人（2015年）
→ 97億人（2050年）

・ 輸出はもっと拡大できる
農林水産業GDP：世界10位

（2014年）
農産物輸出額 ：世界60位

（2013年）

2050年の社会

８本の関連法が平成29年に成立

生乳の流通改革

生乳の出荷先等を農協以外にも自由
に選べる環境の整備 等を実施

農村の就業構造の改善 等

（その他）

○ 生産資材の買い方の見直し
・ 入札等による生産資材の有利調達
・ 外部人材の登用等により生産資材メー
カーと的確に交渉できる少数精鋭の組織へ

○ 農産物の売り方の見直し
・ 実需者への直接販売ルートの確保
・ 委託販売から買取販売への転換
・ 輸出先国毎に商社と連携した販売体制
の構築
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３ 人的資源の確保・育成

○ 担い手（法人経営、大規模家族経営、集落営農）の育成・確保と担い手への農地の利用集積・集約化の促進

○ 農業経営の法人化の促進

○ 集落営農の組織化・法人化の促進

○ 新規就農の促進

○ 経営感覚を持った人材の育成

○ 企業の農業参入の促進

○ 女性の農業経営・地域社会への参画の促進と女性農業経営者の能力の積極的な活用

○ 地域ぐるみ活動に必要な人材（地域リーダー等）の育成・確保

○ 多様な人材の都市から農村への移住・定住の推進

１４



担 い 手 の 姿

効率的かつ安定的な農業経営

主たる従事者が他産業従事者と同等の年間
所得を確保し得る経営

効率的かつ安定的な農業経営になっている経営体

認定農業者

○ 個 人
○ 法 人
○ 参入企業

認定新規
就農者

集落営農
（任意組織）

効率的かつ安定的な農業経営を目指している経営体

その他の経営体

効率的かつ安定的な農業
経営を目指している経営体

① 認定農業者
② 将来認定農業者となると見込まれる
認定新規就農者
③ 将来法人化して認定農業者となることも
見込まれる集落営農

望ましい農業構造の姿
担い手の農地利用面積の割合

平成２６年 → 平成３７年

５割 → ８割

農地面積の見通し
４５２万ha → ４４０万ha

担い手の育成・確保

１５

（参考） 認定農業者制度
農業経営基盤強化促進法に基づき、農業者が5年後の経営改善

目標を記載した農業経営改善計画を作成し、市町村が作成する基
本構想に照らして、市町村が認定する制度。平成５年創設。
平成２９年３月末の認定農業者数：２４２，３０４人（うち法人：２２，１８２）



農業労働力の見通し

２１９万人

うち ７０歳未満 １２４万人
うち ５０歳未満 ３１万人

農業就業者（基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い））数の試算

平成２２年（現状）

１７０万人

うち ７０歳未満 ８７万人
うち ５０歳未満 ３０万人

平成３７年（すう勢）

１８４万人

うち ７０歳未満 １０１万人
うち ５０歳未満 ４４万人

平成３７年（展望）
平成２２年までの傾向が続いた場合、農業
就業者数は、平成３７年には７０歳未満で
９０万人を下回ると見通されるが、農業内
外からの青年層の新規就農により、若い農
業者が定着ベースで倍増することを前提と
すれば、年齢構成のアンバランスが改善さ
れ、平成３７年には７０歳未満で９０万人以
上が確保できる。

農業就業者の必要数
（自給的農家等を除く）

土地利用型作物

担い手が生産する面積（全体の８割）
→ ３００万ha程度

一人が１０ha程度を耕作すると仮定して
→ 基幹的農業従事者及び
雇用者の必要数は、

約３０万人

約９０万人が必要

野菜・果樹・畜産等

基幹的農業従事者 約５０万人
主業農家 野 菜 ２７万人

果樹等 １８万人
畜 産 ９万人

雇用者（常雇い） 約１０万人
野 菜 ４万人
果樹等 ３万人
畜 産 ４万人

合 計 約６０万人
【政策目標】

新規就農し定着する農業者を倍増し、２０２３（平成３５）年までに４０代以下の
農業従事者を４０万人に拡大
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（参考） 農業労働力の構成

・常雇用：農業経営のために、あらかじめ年間７ヶ月以上の雇用期間を定めて雇い

入れた者のことをいう。

・臨時雇用：日雇・季節雇など農業経営のために臨時的に雇い入れた者のことをいう。

外国人技能実習生

・農業従事者：満15歳以上の世帯員のうち、調査
期日前１年間に自営農業に従事した者をい
う。

・農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農
業従事者）のうち、調査期日前１年間に「農業
のみに従事した世帯員」及び「農業と兼業の
双方に従事したが、農業の従事日数の方が
多い世帯員」のことをいう。

・基幹的農業従事者：農業に主として従事した世
帯員（農業就業人口）のうち、調査期日前１年
間のふだんの主な状態が「仕事に従事してい
た者」のことをいう。

販売農家

農家以外の農業事業体
（販売目的の事業体）

①農業従事者

②農業就業人口

③基幹的農業従事者

④常雇用

⑤臨時雇用（延べ数）

農家世帯員

雇用労働者

⑥常雇用

⑦臨時雇用（延べ数）

経営主等

雇用労働者

H12 H17 H22 H27

389万人 335万人 261万人 210万人

H12 H17 H22 H27
240万人 224万人 205万人 175万人

H12 H17 H22 H27
686万人 556万人 454万人 340万人

H12 H17 H22 H27※

61,943人 61,094人 70,855人 99,550人

H12 H17 H22 H27※

18,682千人日 15,124千人日 29,001千人日 18,618千人日

常雇用
計 22万人

臨時雇用
計 2,482万人日

H12 H17 H22 H27※

3,513千人日 2,424千人日 3,474千人日 6,202千人日

H12 H17 H22 H27※

52,059人 56,791人 72,164人 120,602人

H22 H27※

実人数 240,305人 -

H12 H17 H22 H27

販売農家 2,337千戸 1,963千戸 1,631千戸 1,330千戸

常雇を雇い入れている販売農家 23,612戸 21,166戸 31,772戸 40,177戸※

臨時雇を雇い入れている販売農家 298,554戸 200,147戸 412,198戸 273,943戸※

H12 H17 H22 H27※

農家以外の農業事業体（販売目的） 7,542 13,742 19,937 31,939

常雇を雇い入れている事業体 4,494 5,682 7,539 14,075

臨時雇を雇い入れている事業体 3,885 5,304 8,252 16,005

（単位:事業体）

雇用労働者を
雇い入れている事業体
21,981事業体

注：平成22年は手伝い等を含む。

※ H27から、販売農家は家族経営体、農家以外の農業事業体は組織経営体として集計（若干の販売目的以外の対象も含む）。
H22以降、「農家以外の農業事業体（販売目的の事業体）」は、別途抽出により集計しており、H27は集計中。

Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 H27

技能実習１号
（注）Ｈ17までは「研修」

1,988人 5,602人 8,153人 11,392人

技能実習２号（移行者数）
（注）Ｈ17までは「技能実習」

247人
（申請者）

2,155人 5,891人 7,785人資料：販売農家、農家以外の農業事業体は農林水産省「農業センサス」、「農業構造動態調査」、
外国人技能実習生は農林水産省就農・女性課及び(財)国際研修協力機構（JITCO)調べによる推計
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○農業分野における外国人材の受入状況 ○都道府県別の技能実習生（技能実習１号）の
受入数（平成28年度・上位25道県）
（技能実習１号全体では、12,149人） （人）

○ 農業分野における外国人材の受入数は約２.７万にとなっており、このうち約２.４万人が外国人技能実習生となっている。
いずれもこの５年で約１.７倍に増加している。

○ 平成28年度における技能実習生（技能実習１号）の受入地域としては、関東、九州、北海道が多い。都道府県別では茨城県
が最も多く、次いで長野県、熊本県、北海道の順で、愛知県は６位、岐阜県は22位、三重県は24位となっている。

（資料）法務省調べ

（参考）農業分野の技能実習２号移行者数 （人）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

耕種農業 4,998 5,510 5,537 6,325 7,077
畜産農業 1,143 1,231 1,268 1,460 1,710

計 6,141 6,741 6,805 7,785 8,787

（資料） 農林水産省調べ
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専門的･技術的分野

技能実習

その他

総数

（資料）厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末日現在）

農業分野の外国人技能実習生の受入状況
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資資：農林水産省「農家就業動向調査」(S60～H2)、「農林業センサス」（H6）「農業構
造動態調査」(H７～12）、「農林業センサスと農業構造動態調査の組替集計」
（H16、17）、

「新規就農者調査」（H18～）
注)１．「新規自営農業就農者」とは、農家世帯員で、調査期日前１年間の生活の主な状態

が、「学生」から「自営農業への従事が主」になった者及び「他に雇われて勤務が
主」から「自営農業への従事が主」になった者。

２．「新規参入者」とは、調査期日前１年間に土地や資金を独自に調達（相続・贈与等に
より親の農地を譲り受けた場合を除く。）し、新たに農業経営を開始した経営の責
任者。平成22年の数値については、東日本大震災の影響により、岩手県、宮城
県、福島県の全域及び青森県の一部地域を除いて集計。

３．「新規雇用就農者」とは、調査期日前１年間に新たに法人等に常雇い（年間７か月
以上）として雇用されることにより、農業に従事することとなった者である（外国
人研修生及び外国人技能実習生並びに雇用される直前の就業状態が農業従事者で
あった場合を除く。

４． 平成17年以前の新規就農者数は、新規自営農業就農者のみ、平成18年以降は新規雇
用就農者と新規参入者を含んだ値。

５. 平成23年以降の調査結果は、東日本大震災の影響で調査不能となった福島県の一部
地域を除いて集計した数値。

新規就農者の動向

１９

○ 新規就農者数は、平成２８年で６万１５０人。その大半が、新規自営農業就農者（農家子弟であって、自家
農業に就農する者）。
○ 新規雇用就農者（農業法人等に雇われる形で就農する者）は、近年８千人程度で推移してきたが、平成２７
年からは１万人超え。
○ 将来の担い手として期待される４０代以下の若い就農者は、２万人前後で推移。近年、新規就農施策の効
果もあって新規参入者が大幅に増加。

う
ち
40
代
以
下

新規就農者の動向
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農業人材力強化総合支援事業の全体像 平成30年度予算概算決定額 【２３３ （２０２）億円】

所得の確保

就農準備
（高校卒業後を支援）

就農開始

法人正職員としての就農 独立・自営就農
経営確立

技術・経営力
の習得

農業次世代人材投資事業
（準備型）

機械・施設の
導入

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

就農定着に
向けた諸課題
の解決

法人側に対する
農の雇用事業

農業法人等の
次世代経営者の育成
（農の雇用事業）

農業経営塾の
創出・展開

・新規就農者間の交流会
・サポート体制の強化

スーパーＬ資金青年等就農資金（無利子）

経営体育成支援事業

農業経営者育成教育の
レベルアップ

魅力ある農業経営体の見える化
・若者の就農意欲喚起の活動
・短期就業体験
・就農相談会

が農業人材力強化総合支援事業で実施する内容

研修期間中、年間150万円を最
長２年間交付

就農希望者等に、高度な農業経
営者教育を行う機関等に対して
支援

農業法人に就職した青年に対
する研修経費として年間最大
120万円を最長２年間助成

雇用者に対する新法人設立に
向けた研修経費として年間最
大120万円を最長４年間助成
（３年目以降は最大60万円）

45歳未満で独立して自営する
認定新規就農者に対して、年
間最大150万円を最長５年間
交付

法人等の職員を次世代
経営者として育成するた
めの派遣研修経費とし
て、月最大10万円を最長
２年間助成

２０



担い手への農地利用の集積・集約化

○ 平成３０年３月末現在の担い手に対する農地利用の集積面積は、２４５．４万ha、集積率（耕地面積に占める集積
面積の割合）は５５．２％に増加。

○ 農業者の高齢化、耕作放棄地の拡大が進む中、平成２４年度から集落や地域における農業者の徹底した話し合い
を通じて、今後の地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）と中心経営体の確保状況、将来の農地利用の
あり方、農地中間管理機構の活用方針、今後（５年後、１０年後を見据えた）の地域農業のあり方を定めた「人・農地
プラン」の作成と定期的な見直しを推進。

平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

農 地 面 積 ５０４万ha ４８３万ha ４６９万ha ４５９万ha ４５０万ha ４４７万ha ４４４万ha

担い手利用面積 ８６万ha １３４万ha １８１万ha ２２６万ha ２３５万ha ２４１万ha ２４５万ha

担い手集積率 １７．１％ ２７．８％ ３８．５％ ４８．１％ ５２．３％ ５４．０％ ５５．２％

人・農地プランの作成地区数
（平成３０年３月末時点）

全 国 １５，０２３

岐阜県 ２８５

愛知県 １２２

三重県 ３１４

岐 阜 県 愛 知 県 三 重 県

農 地 面 積 ５６，３００ha ７５，７００ha ５９，３００ha

担い手利用面積 １９，４７８ha ２６，７４５ha ２１，０５８ha

担い手集積率 ３４．６％ ３５．３％ ３５．５％

２１

東海地域の担い手への農地利用の集積状況（平成２９年度）

担い手への農地利用集積の推移

担い手の農地利用面積割合
目標：平成３５年 ８割



３ 人・農地プランは、定期的な見直しが必要。

１ 人・農地プランは、人と農地の問題を解決するための「未来の設計図」。

２ 人・農地プランの様々なメリット措置。

☆ 集落・地域が抱える「人と農地の問題解決」のため、集落・地域において話し合っていただき、次のことを決めていただく。

☆ 人・農地プランに位置付けられると、

といった支援を受けることができる。

☆ プランを決めても、定期的（１年に１回）に見直してください。

◎ 一年経てば、状況は変わります。その状況を踏まえて、地域の将来展望が描けるよう見直す。

◎ 農業次世代人材投資事業（経営開始型） → 原則45歳未満の認定新規就農者で独立・自営就農する方
（※準備型（研修中）は、人・農地プランと関係なく給付します。）

◎ スーパーＬ資金の当初５年間無利子化 → 認定農業者
◎ 経営体育成支援事業 → 適切な人･農地プラン作成地区で経営改善を目指す中心経営体等の方

○ 地域の農業を発展させていくためには、人と農地の問題を一体的に解決していく必要がある。

○ それぞれの集落や地域において徹底的な話合いを行って「人・農地プラン」の作成（見直し）を進める。

☆ 農地中間管理機構に農地を貸し付けると、

〈集落における話し合いにあたって〉
○ 人・農地プランの範囲は、複数集落や学校区等のエ
リアが基本ですが、地域の実情を踏まえて旧市町村単
位や集落単位など適切なエリアに見直す。

○ 新規就農者や新規参入者（農業法人、企業等）も話
合いから参加できるよう、広報、ホームページ等を通
じてできるだけ幅広く周知する。

〈地域における話合い〉

◎ 地域の人と農地の現状
◎ 今後の地域の中心となる経営体（中心経営体）
◎ 中心経営体の確保状況
◎ 将来の農地利用のあり方（担い手に集積・集約化、担い手の分散錯圃
の解消、耕作放棄地の解消等）
◎ 農地中間管理機構の活用方針
◎ 今後の地域農業のあり方（5年後、10年後の姿を見据える）

◎ 経営転換協力金・耕作者集積協力金 → 農地を貸し付ける方
◎ 地域集積協力金 → 地域で一定割合以上の面積をまとめて貸し付ける地域

人・農地プラン（概要）

２２



農業経営の法人化と経営の多角化

２３

○ 法人経営体数は、平成２７年に１８，８５７法人となり、この１０年で２倍以上増加。

○ 平成２７年の法人経営体の約４割が６次産業化に取り組んでおり、その８割が直接販売を、４割が農産物の加工を
実施。

（単位：法人、％）

8,114 6,557 3,291 575 674 104 406 211 
(100) (81) (41) (7) (8) (1) (5) (3)

2,675 2,316 899 192 68 29 77 61 
(100) (87) (34) (7) (3) (1) (3) (2)

950 716 478 106 50 12 47 14 
(100) (75) (50) (11) (5) (1) (5) (1)

829 700 308 48 149 7 30 21 
(100) (84) (37) (6) (18) (1) (4) (3)

835 711 440 98 257 21 57 30 
(100) (85) (53) (12) (31) (3) (7) (4)

561 488 90 19 56 2 16 26 
(100) (87) (16) (3) (10) (0) (3) (5)

964 729 419 31 38 21 109 18 
(100) (76) (43) (3) (4) (2) (11) (2)

農業生産関連事業
を行っている

（法人経営体の
43％）

消費者に
直接販売

農産物
の加工

貸農園・
体験農園

等
観光農園 農家民宿

農家
レストラン

海外へ
の輸出

経営体数

稲作

露地野菜

施設野菜

果樹類

花き・花木

畜産

法人経営体の経営の多角化（平成２７年）

【政策目標】

２０２３（平成３５）年までに、法人経営体数を２０１０（平成２２）年
の約４倍の５万法人に増加

4,986
5,272

8,700

12,511

18,857

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

法人経営体数の推移

法人経営体数

（備考） 農林水産省統計部「農林業センサス」（組替集計）により作成。



 農業経営を法人化すると、経営管理が徹底、安定雇用の確保、円滑な経営継承につながる。

 2023年度に法人経営体を５万にすることを目標に農業経営の法人化を推進中。

農業経営の法人化の推進

（法人）

 法人化の推進方策 法人経営体数の推移

資料：農林業センサス、農業構造動態調査
 法人化のメリット

経営管理 ・ 経営管理が徹底され、家計との分離が可能となる

経営判断
できる体制

・ 役職員による組織的な経営判断が可能となる

経営の継承
・ 次期社長等の早期選定等を行い円滑に経営を継承してい
くことが可能となる

投資財源
の確保

・ 出融資や税制特例の活用による適切な投資が可能となる

雇用の確保

・ 雇用労働力の活用等による生産規模の拡大、販売・加工
への進出が可能となる

・ 若年層の雇用により役職員の年齢構成を世代間バランス
の取れたものとすることが可能となる

円滑な法人化への移行支援

相談対応
・ 都道府県段階で法人化推進体制を
整備し、税理士等の専門家の派遣や相
談対応を実施

法人化メリットの
周知

・ 法人化が期待される個別経営等に
対して、法人化メリット等を周知するた
めのセミナー等を開催

法人化が促進される環境整備

農地の集積・集約化
・ 農地中間管理機構を通じた農地の
集積・集約化により、経営規模を拡大

人材の確保
・ 雇用就農者への研修を支援（農の雇
用事業）し、人材を確保

資金の借入れ
・ 農地、施設・機械の取得等のための
低利長期資金（スーパーＬ資金）により、
事業の成長・発展を促す

集落営農等の
法人化・組織化

・ 必要経費の一部を支援することで、
集落営農等の法人化・組織化を促進

4,986 5,272 

8,700 

12,511 

18,857 

21,800 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H7 12 17 22 27 29

２４



全 国 東 海 岐 阜 愛 知 三 重

平成２１年 １３，４３６ ７７８ ３０２ ２２２ ２５４

平成２２年 １３，５７７ ７８１ ３０６ ２２０ ２５５

平成２３年 １４，６４３ ８２９ ３３１ ２１３ ２８５

平成２４年 １４，７４２ ８５３ ３３８ ２２２ ２９３

平成２５年 １４，６３４ ７４０ ３４２ １０４ ２９４

平成２６年 １４，７１７ ７５４ ３４０ １１６ ２９８

平成２７年 １４，８５３ ７６２ ３４１ １１５ ３０６

平成２８年 １５，１３４ ７６４ ３４３ １１０ ３１１

平成２９年 １５，１３６ ７５５ ３４２ １０９ ３０４

平成３０年 １５，１１１ ７５７ ３４４ １０９ ３０４

全 国 東 海 岐 阜 愛 知 三 重

平成２１年 １，８０２ ８２ ５８ １ ２３

平成２２年 ２，０３８ ９０ ６３ １ ２６

平成２３年 ２，３３２ ９６ ６４ １ ３１

平成２４年 ２，５９３ １１６ ７８ ２ ３６

平成２５年 ２，９１６ １３０ ９０ ３ ３７

平成２６年 ３，２５５ １４８ ９８ ５ ４５

平成２７年 ３，６２２ １６８ １１１ ５ ５２

平成２８年 ４，２１７ ２１２ １４５ ５ ６２

平成２９年 ４，６９３ ２５２ １７６ ７ ６９

平成３０年 ５，１０６ ２７４ １９１ ８ ７５

全 国 東 海 岐 阜 愛 知 三 重

平成２１年 １３．４ １０．５ １９．２ ０．５ ９．１

平成２２年 １５．０ １１．５ ２０．６ ０．５ １０．２

平成２３年 １５．９ １１．６ １９．３ ０．５ １０．９

平成２４年 １７．６ １３．６ ２３．１ ０．９ １２．３

平成２５年 １９．９ １７．６ ２６．３ ２．９ １２．６

平成２６年 ２２．１ １９．６ ２８．８ ４．３ １５．１

平成２７年 ２４．４ ２２．０ ３２．６ ４．３ １７．０

平成２８年 ２７．９ ２７．７ ４２．３ ４．５ １９．９

平成２９年 ３１．０ ３３．４ ５１．５ ６．４ ２２．７

平成３０年 ３３．８ ３６．２ ５５．５ ７．３ ２４．７

集落営農数の推移 法人の集落営農数の推移 集落営農に占める法人の割合の推移
単位：集落営農 単位：集落営農

単位：％

資料：農林水産省大臣官房統計部「集落営農実態調査」

○ 平成３０年２月１日時点の集落営農の数は１５，１１１で、このうち法人の集落数は５，１０６、集落営農に占める
法人の割合は３３．８％となった。

○ 集落営農が任意組織のままでは、法人格、経営体制、投資財源や雇用の確保等の面で、経営・地域農業の発
展を図っていくのに限界。この意味で、任意組織としての集落営農は、法人化に向けて準備・調整期間と考え、
法人化を実現していくことが重要。

集落営農の組織化・法人化

２５
注：東日本大震災の影響により営農活動を休止している又は営農活動の状況が把握できなかった宮城県及び福島県の集落営農は、調査結果に含まれていない。



農業経営の法人化等の促進

経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、円滑な経営継承など農業者の経営
課題に対し関係機関と連携して適切にアドバイスする農業経営相談体制を整備するとともに、経営相談、専門家
派遣等の取組を支援し、法人化等を促進。

目標：今後10年間（平成35年まで）で、法人経営体数を５万法人に増加

農
政
局
、
都
道
府
県
、
市

町

村

農業経営者サポート事業（新規）

市町村の認定審査
会、経営改善（フォ
ローアップ）の支援

認定農業者、補
助金等の情報を
提供

・多様な相談内容に対応
・課題毎に専門家が連携した支援
チームを構築

高齢化等が急速に
進展する中、経営継
承、規模拡大といった
様々な課題が増加

相談者

普及組織
商工系
団体

専門家

経営相談等をした集落営農等が法人化（定額40万円）及び組織化（定額20万円）
する取組を支援

平成30年度予算概算決定額 ５，９６８（6,226）百万円の内数

相談

農地中間管
理機構

・都道府県農業会議
・都道府県中央会
・法人協会 等

6次産業化
サポートセンター 等

新たに連携

農業系
団体

（コーディネーター）

社会保険労務士

労務・人材

税理士・
公認会計士
弁護士

税務・法務

中小企業診断士

経営診断

JAバンク
公庫

資金調達

県農業会議
（担い手育成総合
支援協議会）

法人化

経営コンサルタント

経営継承

６次産業化
プランナー

（６次産業化
サポートセンター）

６次産業化

普及員（県）
営農指導員（農協）
指導農業士（農業者）

技術指導

支援チーム※

※農業者の相談内容に応じた、
オーダーメイド型の支援チーム

農業経営法人化支援事業（継続）

農の雇用事業

○雇用者に対する新法人設立に向けた
研修費用として年間最大120万円を最
長４年間助成（３年間以降は最大６
０万円）

金融機関の融資の円滑化

○農業経営者サポート事業で経営相
談・経営診断等を受けた案件について
は、制度資金の借入申込時の手続きを
簡素化するなど、農業者の円滑な資金
の融通を支援
また、日本政策金融公庫の支店など
地域の金融機関の協力により、出資相
談等に関する（株）アグリビジネス投資
育成会社等の体制を強化し、農業経営
者サポート事業と連携した農業法人に
対する出資を促進

２６

農業経営法人化支援総合事業 平成３０年度予算概算決定額 ９１０（６６８）百万円



一 気 通 貫 で ア ド バ イ ス

経
営
継
承

息子が農業を引き継いでくれ
ないので、第三者に引き継ぐ予
定。機械や施設を無償で貸し
たいが、自分が亡くなった後、家
族と争いにならないか心配。
（認定農業者）

経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、農業者のライフサイク
ルに応じた様々な悩みを一気通貫でアドバイスをし、農業経営の法人化等を支援。

生産基盤の確立

〇生産技術
〇農地の集積
〇新たな作物の導入・定着
〇経理の確立（青色申告）

さらなる事業展開

〇法人化
〇６次化
〇事業拡大

新規就農

効率的かつ安定的な
農業経営

ライフサイクルにおける農業者の悩み

経営が軌道に乗るまでの間、
資金管理と労務管理をセット
で相談にのってもらいたい。

（法人代表） ICTを活用した農業
生産に関する情報がほ
しい。（法人代表）

普及・指導
農業士

農地中
間管理
機構

新規就農相談
センター

行政

公庫・
JAバンク

（生産技術）
（補助金）

（農地集積） （資金）

農業を始めるために
必要な情報を知りた
い。
（新規就農者）

６次産業化サポートセンター

税理士

社会保険
労務士

（資金管理）

（労務管理）

経営コンサルタント

（資産運用）

（承継の設計）

施設園芸を導入
し、規模拡大したい。
（認定農業者）

（ICT情報）

行政

弁護士

（権利関係）

企業等

（補助金）

経営コンサルタント

（経営診断）

６次産業化で新商品を
作っても、いかに販路を開拓して
いくかが課題。（法人代表）

中小企業診断士・
経営コンサルタント

（経営診断）

２７



６次産業化とは

○ 農林水産業を１次産業としてだけでなく、加工業などの２次産業、卸売・

小売業、サービス業などの３次産業までを含め、１次産業から３次産業まで

を一体化した産業として農林水産業の可能性を広げるもの。

☆ １次産業×２次産業×３次産業＝６次産業

２８

４ 農業・農村の６次産業化



２９



農
山
漁
村
地
域
の
活
性
化

 ６次産業化とは、農山漁村に豊富に存在する地域資源をフル活用し、１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、

３次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、新たな付加価値を生み出す取組

（１次×２次×３次＝６次産業）

 ６次産業化により市場規模を拡大し、農林漁業・農山漁村サイドに取り込むことを通じ、農林漁業者の所得の向上や農山漁村

地域の活性化を実現

６次産業化の考え方

 農林漁業者と２次・３次産業が連携
した業務用カット野菜の製造・販売

 薬草等を活用した健康食品の製造
 介護食品や化粧品の開発

等

農山漁村の地域資源を活用した新事業の
創出

農林漁業と２次・３次産業との連携・融合に
よるアグリビジネスの展開

 バイオマスを活用した燃料製造

 再生可能エネルギーを活用した
発電事業

 景観や文化を活用した観光事業
等

生産・加工・流通（販売）の一体化による
農林水産物の付加価値の拡大

 農林漁業者による加工・販売分野
の取組

 学校給食、病院食等における地産
地消の取組

 農林水産物・食品の輸出の取組

 価値連鎖（バリューチェーン）による付加価値の
創出・拡大

 他産業との連携・融合による地域資源のフル活用

農林水産物 バイオマス 自然ｴﾈﾙｷﾞｰ 景観、文化

地域特産品、
規格外品等

太陽光、風力、
水力、地熱等

間伐材、家畜排
泄物等

景観、伝統文
化等

新
た
な
付
加
価
値
を
創
出
し
、
農
山
漁
村
が
取
込
み

１次産業
（農林水産業）

約10兆円

２次産業
（関連製造業）

３次産業
（流通・飲食業）

約90兆円

価値連鎖

農山漁村の地域資源

２次・３次産業
の技術・知見
を取り入れ
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農業・農村の６次産業化

農業・農村全体の所得の向上を目指す
６次産業化や輸出促進をはじめ、付加価値を高める新商品の開発や国内外の市場における需要開拓などを推進

○ 農林漁業の成長産業化のために、市場を意識し、消費者の需要に応じて農林水産物を生産・供給するとの発想
（マーケットインの発想）による生産・加工から流通・販売に至るまでのバリューチェーンを構築
○ 地域で受け継がれてきた「食」をはじめとする豊かな資源を活用して新たな需要を発掘

○ 農林漁業者が生産・加工・販売を一体化して所得を増大
・ 経営の多角化、複合化
・ 産地ぐるみの取組
○ 地域ぐるみの６次産業化
農業と２次産業、３次産業が融合した地域ビジネスの展開
・ 農商工連携
・ 医福食農連携
○ 地域資源を活用した新事業・産業の創出
・ バイオマス・自然エネルギーの利用
・ 観光農園、農家民宿や風景・伝統文化を活用した交流活動

【６次産業化推進の政策目標】
・ ６次産業化の市場規模の拡大： ５．５兆円（平成２７年度） → １０兆円（平成３２年度）
・ うち加工・直売分野の市場規模： ２．１兆円（平成２７年度） → ３．２兆円（平成３２年度） ３１



農林漁業と他産業との連携

３２

○ 農林漁業者が他産業の事業者と連携するに当たっては、利益の拡大を目指し、生産される農林水産物の価値、
農林漁業経営や産地の事業展開能力に応じて、最適なパターンを選択する必要。



農業生産関連産業の動向

○ 平成２８年度の全国の農業生産関連事業（農産物の加工、農産物直売所、観光農園、農家民宿及び農家レストラ
ン）による年間総販売金額は２兆２７５億円で、前年度に比べ３．０％増加。

○ 業態別にみると、農産物直売所は１兆３２４億円、農産物の加工は９，１４１億円、観光農園は３９２億円、農家レスト

ランは３６２億円、農家民宿は５７億円となり、前年度に比べそれぞれ３．５％、２．４％、３．７％、３．３％、２．４％増
加。

○ 年間総販売金額に占める業態別の割合をみると、農産物直売所が最も高く全体の５０．９％を占め、次位の農産物
の加工は全体の４５．１％を占めている。

年間総販売金額
うち

農産物の加工
うち

農産物直売所

平成２２年度 1,654,372 778,332 817,586

平成２３年度 1,635,989 780,118 792,734

平成２４年度 1,739,418 823,730 844,818

平成２５年度 1,817,468 840,670 902,555

平成２６年度 1,867,233 857,678 935,630

平成２７年度 1,968,047 892,291 997,394

平成２８年度 2,027,512 914,086 1,032,367

（単位：百万円）

農業生産関連事業の年間総販売金額の推移

年間総販売金額 農産物の加工 農産物直売所 観光農園 農家レストラン 農家民宿

H28年度
2,027,512
（100%）

914,086
（45.1%）

1,032,367
（50.9%）

39,209
（1.9%）

36,180
（1.8%）

5,670
（0.3%）

H27年度 1,968,047 892,291 997,394 37,798 35,024 5,539

対前年比 103.0% 102.4% 103.5% 103.7% 103.3% 102.4%

（単位：百万円）

農業生産関連事業の業態別年間販売金額（平成28年度）

３３

資料：農林水産省統計部「6次産業化総合調査」



地域資源を活用した６次産業化の展開

１次・２次・３次
産業の連携

農林
水産物

バイオ
マス

自然
ｴﾈﾙｷﾞｰ

風景
伝統文化

食品産業

エネルギー
産業

観光産業

ＩＴ産業

農
林
漁
業
の
成
長
産
業
化

新たな産業の育
成

輸出産業

医療・介護
サービス業

○ 農山漁村は、農林水産物をはじめバイオマス、土地、水など様々な地域資源が豊富であり、今後の経済成長へ向け
た希少資源として、わが国の最大の強みのひとつ。

○ 農林漁業者と他産業との新たな連携を構築し、生産・加工・販売・観光等が一体化したアグリビジネスの展開や、先端
技術を活用した新産業の育成、再生可能エネルギーの導入等により、農山漁村にイノベーションを起こし、農林漁業を
成長産業化。
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 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等（６次産業化）に関する施策及び地域の農林水産物の利用の促進

（地産地消）に関する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の振興等を図るとともに、食料自給率の向上等に寄与す

ることを目的とする。

総合化事業計画

 農林漁業者等が、農林水産物及び副産物（バイオマス等）の生産及びその加工又は販売を一体的に行う事業活動に

関する計画を策定し、農林水産大臣が認定

六次産業化・地産地消法の概要
（地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律）

第１章 目的

第２章（６次産業化関係） 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等

【事業主体】 農林漁業者等（個人・法人、農林漁業者の組織する団体）が行うものであること
（事業主体の取組を支援する者を促進事業者（２次・３次産業の企業等も可能）として計画に位置づけることが可能）

【事業内容】 次のいずれかを行うこと

【経営改善】 次の２つの指標の全てが満たされること

【計画期間】 ５年以内（３～５年が望ましい）

総合化事業計画の認定要件 （法律に基づき国が策定した基本方針に規定）

ア） 自らの生産等に係る農林水産物等をその不可欠な原材料として用いて行う新商品の開発、生産又は需要の開拓
イ） 自らの生産等に係る農林水産物等について行う新たな販売の方式の導入又は販売の方式の改善
ウ） ア又はイに掲げる措置を行うために必要な生産等の方式の改善

ア） 対象商品の指標（農林水産物等及び新商品の売上高が５年間で５％以上増加すること）
イ） 事業主体の指標（農林漁業及び関連事業の所得が、事業開始時から終了時までに向上し、終了年度は黒字となること
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 地域の農林水産物の利用の促進に必要な基盤の整備

 直売所等を利用した地域の農林水産物の利用の促進

 学校給食等における地域の農林水産物の利用の促進

 地域の需要等に対応した農林水産物の安定的な供給の確保

 地域の農林水産物の利用の取組を通じた食育の推進等

 国による基本方針の策定、都道府県及び市町村による地域の農林水産物の利用についての促進計画の策定

 地産地消関係 公布の日（平成２２年１２月３日）

 ６次産業化関係 公布の日から６か月以内（平成２３年３月１日）

第３章（地産地消関係） 地域の農林水産物の利用の促進

施行日

基本方針の概要

国及び地方公共団体の責務

国及び地方公共団体の施策

① 直売所の年間販売額が１億円以上のものの割合を、平成32年度までに50％以上(平成18年度：16％）とすることを目指す。

② 学校給食において地場産物を使用する割合について、食育推進基本計画に定める目標（平成32年度までに30％以上

（平成27年度：26.9％））を達成することを目指す。

③ 農家民宿等のグリーン・ツーリズムのための施設の年間延べ宿泊者数を平成32年度までに1,050万人とすることを目指す。

 人材の育成等

 国民の理解と関心の増進

 調査研究の実施等

 多様な主体の連携等

1. 地域の農林水産物の利用の促進に関する基本的な事項

2. 都道府県及び市町村は、本基本方針や地域の実情を踏まえて、地域の農林水産物の利用についての促進計画を策定

3. 目標に関する事項

３６



６次産業化のための推進体制

○ ６次産業化の取組を関係機関が連携して推進できるように
するため、都道府県段階に都道府県、都道府県サポート機関、
財務局、運輸局、農林漁業団体、農業法人協会、商工関係団
体、普及組織などを構成員とする「６次産業化・地産地消推進協
議会」を設置。

○ 推進協議会の中で、都道府県の農林水産業及び６次産業
化等の現状・課題、６次産業化等の取組方針、今後（５年後程
度）の売上等の目標等を内容とした都道府県の６次産業化等に
関する戦略・構想を策定し、関係機関が連携して推進。

○ 市町村段階にも同様の６次産業化・地産地消推進協議会を
設置し、市町村の６次産業化等に関する戦略（市町村戦略）を
策定し、地域ぐるみの６次産業化の取組を推進。

市町村戦略

市町村の農林水産業及び６次産業化等の現状・課題、農林
水産物等の加工・直売、輸出、学校給食等の施設給食、医福
食農連携、再生可能エネルギーなどの地域の実情に応じた分
野をターゲットとした６次産業化等の取組方針、今後（５年後程
度）の売上等の目標等を定めるもの。 ３７

市町村６次産業化・地産地消推進協議会

〈構成員〉
市町村、農林漁業団体、担い手農林漁業者、
商工団体、金融機関、試験研究機関など

Ｓ市町村の推進体制

市町村戦略の策定

市町村の農林水産業及び６次産業化の現
状・課題、６次産業化等の取組方針、今後
（５年程度）の売上等の目標等を記載

地域ぐるみの６次産業化
を地域のみんなで考える

農林漁業者

商工関係 市町村

ＪＡ等



６次産業化サポートセンター

○ 各県域において、６次産業化の総合的なサポートを行う機関

・ ６次産業化に取り組もうとする農林漁業者は、６次産業化の先達であるボランタリー・プランナー、

民間の専門家である６次産業化プランナーを派遣し、６次産業化に取り組むための準備や計画

づくりなどの個別相談を実施

・ 研修会、説明会、交流会を開催

ボランタリー・プランナー
・ 農林水産大臣の任命を受けた６次産業化の
先達等
・ 個別相談に加え研修会等の講師として活動
・ ファンドの出資案件につながるアドバイス活動

６次産業化プランナー
・ 輸出、ＩＴ、観光などを含めた様々な課題に対
応可能な民間の専門家
・ 個別相談に加え研修会等の講師として活動
・ ファンドの出資案件につながるアドバイス活動
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総合化事業計画の認定

【事業主体】
○ 農林漁業者等（個人・法人、農林漁業者の組織する団体）
○ 事業主体の取組を支援する者を促進事業者（２次産業・３次産業の企業等も可能）として計画に
位置づけることが可能

【事業内容】（次のいずれかを行うこと）
○ 自ら生産等に係る農林水産物等をその不可欠な原材料として用いて行う新商品の開発、生産又は
需要の開拓
○ 自らの生産等に係る農林水産物等について行う新たな販売の方式の導入又は販売の方式の改善
○ これらを行うために必要な生産等の方式の改善

【経営改善指標】（次の２つの指標の全てが満たされること）
○ 対象商品の指標：農林水産物等及び新商品の売上高が５年間で５％以上増加すること
○ 事業主体の指標：農林漁業及び関連事業の所得が、事業開始時から終了時までに向上し、

終了年度は黒字となること

計画期間：５年以内（３～５年が望ましい）
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（１）地域別の認定件数 （４）総合化事業計画の対象農林水産物の割合

（２）総合化事業計画の認定件数の多かっ
た都道府県 （件数）

※複数の農林水産物を対象としている総合
化事業計画については全てをカウントした。

（３）総合化事業計画の事業内容割合
（%）

地域
総合化事業計
画の認定件数

研究開発・成果利
用 事業計画の認

定件数
うち農畜産物

関係
うち林産物関係 うち水産物関係

北海道 142 (11) 133 3 6 1

東北 356 (14) 321 12 23 4

関東 395 (29) 355 18 22 11

北陸 117  (6) 112 1 4 1

東海 214  (6) 192 9 13 0

近畿 375 (8) 343 11 21 2

中国四国 287 (20) 236 11 40 2

九州 408 (26) 339 27 42 3

沖縄 55 (3) 50 1 4 0

合計 2,349 (123) 2,081 93 175 24

第１位 北海道 142

第２位 兵庫県 110

第３位 宮崎県 98

第４位 長野県 95

第５位 熊本県 84

加工 19.1

直売 3.1

輸出 0.4

レストラン 0.4

加工・直売 68.3

加工・直売・レストラン 6.9

加工・直売・輸出 1.7

総合化事業計画の認定状況（全国） （平成30年3月30日現在）

野菜

31.7%

果樹

18.4%畜産物

12.2%

米

11.8%

水産物

5.5%

豆類

4.6%

林産物

4.0%

その他

3.9%

麦類

2.3%

茶

2.1%
そば

1.8%
花き

1.7%
野生鳥獣

0.2%

※（ ）書きは農林漁業成長産業化ファンドに関する認定事業計画で内数
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（件）

地域 計
加工 直売 加工・直売

加工・直売・
レストラン

輸出
加工・直売・
輸出

東海計 214 (6) 33(1) 1 166 (3) 12 (2) 0 2

岐阜県 70 (3) 16 (1) 0 53 (2) 1 0 0

愛知県 79 (2) 11 1 59 8 (2) 0 0

三重県 65 (1) 6 0 54 (1) 3 0 2

（件）

地域
総合化事業計画
の認定件数

農産物関係 畜産物関係 林産物関係 水産物関係

東海計 214 (6) 166 (4) 26 (1) 9 (1) 13

岐阜県 70 (3) 55 (2) 7 4 (1) 4

愛知県 79 (2) 61 (2) 12 3 3

三重県 65 (1) 50 7 (1) 2 6

（１）地域別の認定件数 （３）総合化事業計画の対象農林水産物の割合

（２）総合化事業計画の事業内容別件数

※複数の農林水産物を対象としている総合
化事業計画については全てをカウントした。

総合化事業計画の認定状況（東海） （平成30年3月30日現在）

※（ ）書きは農林漁業成長産業化ファンドに関する認定事業計画で内数

※（ ）書きは農林漁業成長産業化ファンドに関する認定事業計画で内数

野菜

35.8%

果樹

13.5%米

13.9%

畜産物

10.4%

水産物

5.2%

豆類

4.4%

林産物

1.6%

その他

5.6%

麦類

1.2%

茶

3.2%

そば

1.2% 花き

2.0%
野生鳥獣

2.0%
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６次産業化に取り組む皆様への支援 （平成３０年度）
新商品開発、販路開拓、加工用作物導入等を行いたい！

・ 試作品やパッケージデザイン開発のための人件費、資材
購入費、成分分析等検査費、機器リース代等を支援します。

・ 新商品の試食会等評価会の会場借料費、商談会等への
出展費、出展旅費等を支援します。

新商品開発
や販路開拓
に取り組み
たい。

※新商品開発に向け、加工適性のある作物を導入する際の費用も支援対象で

す。

食料産業・６次産業化交付金のうち「加工・直売の推進」

交付率：１／３以内（市町村戦略に基づく取組は１／２以内）

○制度資金等の融資を活用した、加工・販売施設等の整備を支援します。

６次産業化の取組に必要な生産施設の整備も対象です。

（※六次産業化・地産地消法又は農商工等連携促進法の認定が必要）

加工・販売施設等を整備したい！

食料産業・６次産業化交付金のうち「加工・直売施設整備」
交付率：３／１０以内（中山間地（農業）は１／２以内、

市町村戦略に基づく取組は１／２以内）
交付金上限額：１億円

○ 農業改良資金、林業木材産業改善資金、沿岸漁業改善資金

による融資の特例を受けることができます。

（※六次産業化・地産地消法又は農商工等連携促進法の認定が必要）

融資を受けたい！

○六次産業化・地産地消法の計画を作成した場合、農林水産大臣認定を、農商

工等連携促進法の計画を作成した場合、農林水産大臣・経済産業大臣認定を

受けることができます（別途審査があります。）。

認定を受けた場合、施設整備事業、融資の特例 を受ける

ことができます。

六次産業化･地産地消法、農商工等連携促進法の認定を受けたい！

○ ２次・３次事業者と連携した６次産業化の取組を、出資等により支援。

○ ６次産業化を進める法人（株式会社）に対し、融資（資本性劣後ローン）も実施。

○ A-FIVEによる直接出資の他、銀行等が設立したサブファンドを通じた出資が可能。

○ ６次産業化に取り組む農林漁業者の輸出や販路開拓等を支援する事業者（支援

事業者）に対しても出資が可能。

○ 出資により調達した資金は、設備投資のほか、運転資金や海外子会社の設立等

様々な使途に活用可能。

○ A-FIVE等は、販路紹介やビジネスマッチング等経営面の支援を実施。

○ 官民ファンドの出資を受けていることで、ビジネス上の信用力向上へ。

ファンドの仕組み

ファンド活用のメリット

農林漁業成長産業化ファンド（A-FIVE）の出資を受けたい！

専門家のアドバイスがほしい！

○ 販路開拓やブランディング等相談内容に応じて、６次産業化サポート

センター（都道府県サポートセンター、中央サポートセンター）から専門

家（６次産業化プランナー）を無料で派遣します。

輸出に取り組む事業者
（６次産業化事業を実施）

○ 海外に現地法人を設
立し、農林水産物を
輸出・販売したい

※ ６次産業化とは？
出資者である農林漁業者の生産した

農林水産物等について、加工や新たな
販売方式等を活用し、付加価値を向上
させる取組。

○ 農林水産物の加工
品を製造し、海外に
輸出したい 等

２次・３次事業者

出資

出資

農林水産物等
供給

販路支援等

連携

A-FIVE
等

出資・融資

資金供給

販路支援等

経営支援

資金供給（出資・融資）・経営支援（販路支援）

農林漁業を行う法人への直接出資（２次・３次事業者との連携不要）や
６次産業化を支援する事業者への出資も可能となりました！

支援事業者

資金供給（出資） 支援

６次産業化に取り組
む農林漁業者

４２



６次産業化の優良事例

① 広島県世羅町の事例

世羅高原６次産業ネットワーク

○ 農業者の高齢化、担い手不足により農業が崩壊
してしまう危機的状況を解決するため、地域ぐるみ
の６次産業化を決意。
○ 取組当初から６次産業化のコーディネーターの役
割を担う人物が存在。

農
家
民
宿

福
祉
施
設

農
協

高
等
学
校

集
落
法
人

直
売
農
園

産
直
市
場

農
家
レ
ス
ト
ラ
ン

加
工
グ
ル
ー
プ

花
観
光
農
園

フ
ル
ー
ツ
観
光
農
園

ネットワーク会員（７３団体（Ｈ２７））

事務局

連携

参加７３団体間で
イベントや商品開
発等の連携

売上高：約２３億円（Ｈ２５）

多様な事業者によるネットワークを生か
した各種イベントの開催、新商品開発、
直売所での販売、都市農村の交流

夢
高
原
市
場

連携

出荷

地元応援団

世羅高原６
次産業推進
協議会

消費者ファ
ンクラブ

支

援

農産物の直売

イベント会場内の風景
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② 高知県馬路村の事例
○ 青果出荷で消費される習慣が乏しいゆずの規格外
品の有効活用を図るため、加工品を開発してゆずに
馴染みのない地域でも受け入れられる商品の開発を
決意。
○ 地域をブランド化する農業と観光の結びつきに着
目。

〈生産部門〉
農地所有適格法人
株式会社ゆず組合

〈加工部門〉
・ ゆずポン酢
・ ゆず胡椒
・ ゆずドリンク等
・ シードオイル
・ 化粧品

〈販売部門〉
有限会社ゆずの森

（直販所）

馬路村農業協同組合

馬路村ゆず生産農家
組合員１９０名

高知大学農学部、医学部 ・ 一般流通
・ インターネット

配当
全量買取

出荷 共同研究

出 荷
商 品

ＪＡが組合員から原料を全量買い取り

加工から出荷・販売・広報・クレーム対応
にいたるまで一体的にプランニング

村の名前を前面に出した商品開発

青果出荷が困難なゆずを有効
活用するためジュース・ポン酢
しょう油など付加価値向上の
商品を開発

特産のゆず商品により馬路村の魅力を全国に発信

○ 売上高：３０億円（Ｈ２７）
○ 雇用者数：９７名（Ｈ２７）

馬路村のゆず

缶入りのごっくん馬路村
（ゆず飲料） ４４



③ 岐阜県高山市の事例

生産部門
トマト栽培に加え、新たに

ニンニク栽培

トマトジュース
専門店

農協・市場・
百貨店・スーパー

加工部門
・トマトジュース

消費者へ直接販
売

農業体験イベント
の開催や、地域や
都市圏のマルシェ

等に出店

こだわりのトマトで作った美味しいジュースやパスタソースを
味わってもらいたい！

トマトの種を自分たちで採取して
種から育てるこだわり方で、新し
い農業のスタイルに挑戦

（株）寺田農園

トマトペーストにニンニクを
加えたパスタソースや
調味料の開発

○ ホテル勤務から高山市でトマト、露地野菜などを
生産する専業農家に転身。

○ こだわりの栽培方法でトマトの基本価格の向上と
規格外品の有効活用を図るため、平成22年に法人化
して加工所を新設し、加工を開始。

○ 平成26年にトマトジュースを直売するための専門
店を開店。

開発したジュースや
パスタソース

○ 売上高：5,700万円（Ｈ２７）
○ 雇用者数：１５名（Ｈ２７）

女性目線で自慢のトマトで美しく、健康に！
自社生産したトマトを使用した加工品の製造販売

４５



④ 愛知県半田市の事例

生産部門
・あいポーク

販売部門
ファーマー
ズマーケット
「プリオ」

加工部門
・ハム
・ソーセージ
・串カツ 等

スーパー
直売所
契約店

（有）石川養豚場

販売
消費者

販売

取引先 商品開発、加工技術支援

消費者がその価値に納得する商品を
適正な価格で提供したい！

徹底した衛生管理とトウモロコ
シ主体の独自配合飼料により、
肉や脂の付き具合を調整

地元の嗜好に合ったみそ味の
商品など土地柄にマッチした商
品開発

先進的な直売所の事例調査
と全て自社製品での品揃えに
より、消費者に安心を付与

○ 都市近郊の養豚業は周辺住民への配慮から規模
拡大が困難であり、飼料高騰などの影響から利益が
減少傾向。

○ 生産から加工、販売の一貫経営により、規模は現
状を維持したままでも付加価値を高め、利益率を向
上させる６次産業化の取組を決意。

○ Ｈ１５年→Ｈ２５年で約１．５倍に増加
○ 雇用者数：加工販売部門で約２倍に増加

豚一匹を余すことなく商品化！
飼育にこだわったブランド豚の直接販売

４６



⑤ 三重県御浜町の事例

生産部門
・みかん
・いよかん 等

加工部門
・ジュース
・スイーツ
・酢 等

百貨店
通信販売

デザイナー

販売

提携

希少価値、プレミア感を高めたみかんジュースで
ブランド力をさらに向上したい

糖度を上げるため、袋掛け
して樹上で完熟

廃棄ロスは出るが、酸味を抑え、
まろやかな味になるよう、収穫した
みかんを寝かせる

シリアルナンバー付き限定販売
によるブランド力の維持・向上

贈答用みかんジュース

高級化路線への思いきった転換
とことん味にこだわったみかんのブランド化

○ 売上高：9,350万円（Ｈ２６）
○ 雇用者数：２４名（Ｈ２６）

○ 売上げは伸びるが減益が続き、生産量ではかなわな
い大生産地との正面からの勝負を避けるため、差別化
戦略によるブランド化を決意。

○ 他産地や農協が手を出しにくい、高くても味にこだわる
人たちをターゲットとした商品開発を着想。

４７
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農林水産物・食品の輸出戦略

２０１９年の輸出額：１兆円

一
年
前
倒
し
の
目
標
設
定

平成２５年８月策定の目標

農林水産物・食品
輸出額 実績

２０１４年 ６，１１７億円

２０１５年 ７，４５１億円

２０１６年 ７，５０２億円

２０１７年 ８，０７１億円

５ 農林水産物の輸出

４８

２０３０年に５兆円の実現を目指す

２０１７年１～６月
３，７８４億円

２０１８年１～６月
４，３５９億円

（対前年同期比＋１５．２％）



農林水産物・食品の輸出戦略

基本的な考え方

○ 国内の食市場が縮小する中で、アジアを中心に世界の食市場は拡大。
我が国のおいしくて、安全な農林水産物や食品は高い評価。

○ 輸出は、農林水産物・食品の販路拡大につながる重要な手段。
高い技術力により、四季がある日本で旬の農林水産物や多様な食品を提供で
きるということは我が国の農林水産業・食品産業の強み。
海外のニーズに合った高品質な日本産品を多く輸出できるようになれば農林
漁業者や食品事業者の所得向上も期待。
生産拡大の環境が整うことで、意欲ある若手担い手が新たに参入し、創意工
夫あふれた経営を実践していくことで、農林漁業の閉塞感の打開につながる。

○ 輸出の主役は、農林漁業者や食品事業者。
民間のチャレンジや創意工夫が一層引き出され、意欲的な取組が行われるよ
う、側面から支援していくことが政府の基本姿勢。 同時に、民間ではできない
外国の規制等への対応について、政府として全力で取り組む。 ４９



これまで

産地間競争からオールジャパンの体制へ

５０

新プロモーション機関の創設

①海外市場の詳細なニーズ把握、②どこの国・地域に、何（品
目）を、どこ（小売・外食・中食）で売り込むのかの戦略設定や③
農林水産物・食品のブランディングやプロモーション等の取組を
強化するため、農林水産物・食品の輸出促進にミッションを特化
した新たな輸出サポート機関として、平成２９年４月１日に「日本
食品海外プロモーションセンター」（略称：ＪＦＯＯＤＯ（ジェイフー
ドー））を新設。



農林水産業の輸出力強化戦略

（１） ニーズの把握・需要の掘り起こし

○ 現地のニーズを継続して把握し、情報をまとめて、提供する

・ 情報をＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）に一元的に集約・提供

○ プロモーションを統一的、戦略的に行う
・ 「国・地域別イベントカレンダー」を作成
・ 日本食品海外プロモーションセンター（JFOODO）の設置（平成29年4月１日）

○ 多様な方法でプロモーションを行う
・ トップセールスや大型イベントの機会の活用

○ 日本文化・食文化と一体として、売り込む
・ 日本食や食文化等を発信する機能を持つ施設の設置・運営を支援

○ インバウンドを輸出に結び付ける
・ 外国人旅行者に農山漁村や日本食・食文化を体験してもらう取組等を拡大し、
海外へ発信

５１

（平成２８年５月）



（２） 販路開拓、供給面の対応

○ 輸出についての相談をしやすくする
・ ＪＥＴＲＯと農林水産省の相談体制の強化

○ 農林漁業者や食品事業者と貿易のプロを結びつける
・ 海外バイヤーを国内の卸売市場や産地等に招聘しつつ商談会を開催

○ 様々な販売ルート、販売方法を提案する
・ 海外に産直市場を設置し、生産者が直接輸出する取組を支援

○ 海外ニーズにマッチして、生産する
・ ジャパンブランド定着のため、リレー出荷・周年供給体制を整備

○ 海外輸入規制に適合して、生産する
・ 輸出先国の動植物検疫等に対応した栽培方法や加工技術の確立・導入

５２



（３） 物流

○ 安く運ぶ
・ 共同輸送の促進等を通じた出荷単位の大口化
・ 最新の鮮度保持輸送技術の普及の促進・新規技術開発
○ より多く、品質を守って、運ぶ
・ 成田空港と那覇空港の貨物エリアの整備・拡大
○ 中小事業者が売りやすくする
・ 卸売市場について、海外バイヤー等に施設を開放

５３

（４） 輸出環境の整備

○ 輸出手続の手間を省く、輸出の障壁を下げる
・ 規制等の緩和・撤廃に向けた取組を加速化するため、内閣官房に「輸出規制等
対応チーム」を設置

○ 国際規格・認証をとる、本物を守る、イスラム市場に打って出る
・ ＧＬＯＢＡＬ Ｇ．Ａ．Ｐなどの国際的な認証取得の推進、日本発の国際的に通用す
る民間の規格・認証等の仕組みの構築



（５） 推進体制

○ 輸出戦略の実行をチェックし、更に進める
・ 輸出戦略実行委員会において、輸出戦略に基づく実行状況等の検証

○ 主要輸出先国で官民一体となった輸入促進体制をつくる
・ 在外公館、輸出業者等が協力して課題解決に取り組む体制を検討

（６） 意欲ある農林漁業者や食品事業者へのメッセージ

○ 国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略
・ それぞれの国・地域ごとに、現地の消費者の嗜好、日本や他国からの輸入の状
況などを分析し、輸出拡大に向けた課題と具体的な取組を示した「国・地域別の
農林水産物・食品の輸出拡大戦略」を策定

○ 品目別の輸出力強化に向けた対応方向
・ 米、青果物、茶、畜産物、水産物などについて品目別に輸出を目指す場合の課
題と今後の取組の方向を示した「品目別の輸出力強化に向けた対応方向」を策定

５４



岐阜県の主な輸出品目は、飛騨牛（H２８：２４．６トン）、
富有柿（H２８：４３．６ﾄﾝ）、鮎（H２８：１トン）など。この他、
日本酒、菓子、調味料（酢、醤油、味噌等）などの加工食
品を輸出。
・ 飛騨牛の輸出先は香港、台湾、マカオ、ＥＵ、米国で、
インドネシアへの輸出も目指す。 富有柿は香港、タイ、
台湾、鮎はタイ、ベトナムなどへ輸出。 加工食品は
香港、シンガポール、米国、中国などへ輸出。
・ 飛騨桃を香港に輸出（Ｈ２８：０．２５トン、Ｈ２９：１トン、
Ｈ３０：１．５トンの予定（ニーズは２．５トン））。

農林水産物・食品の輸出の事例
① 岐阜県

５５

② 愛知県

愛知県の主な輸出品目は、抹茶、花き、大葉など。こ
の他、温州みかん、次郎柿、梨、いちご、ミニトマトや日
本酒、水産加工品などの輸出にも取り組む。
・ 抹茶は米国、ＥＵ、花きは香港、豪州、シンガポール
大葉は台湾、温州みかんは香港などへ輸出。
・ 特に、国内有数産地の花きは、切り花及び鉢物を産
地、行政機関、市場が連携して中部国際空港を拠点
に「人・物・情報」のハブ化を目指す。

③ 三重県

三重県の主な輸出品目は、伊勢茶、温州みかん等柑橘
類、柿、ブリなど。この他、アイスクリーム類、日本酒など加
工食品を輸出。
・ 伊勢茶は米国、柑橘類はタイ、柿は香港、ブリは台湾、
香港などへ輸出。アイスクリーム類は米国、香港、日本酒
は香港、中国などへ輸出。
・ ブリ（生鮮品、冷凍品）は、中部国際空港から週２便で台
湾、香港へ輸出し、高鮮度のまま現地の小売店やレストラ
ンに提供。米国、ＥＵへも生鮮品の空輸に取り組む。
・ 今年度「伊勢茶輸出プロジェクト」を立ち上げ、米国への
輸出拡大を目指す。


